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山 崎 修 嗣
1は じ め に
戦後 日本 の 自動車工業 は,朝 鮮 戦争 を契機 として,ト ラ ック部 門を中心 と し
なが ら生産 を軌道 にのせ る。 この時期 には乗用車 生産について も技術導入 と一
次 部品 メー カーの育成 が なされたD。
自動車分野 にお ける資本 ・貿 易の 自由化 が問題 となる中で,組 立 メー カーは
1960年代 に乗用車 の量産体 制をつ くりあげ る。乗用車の量産のため には部 品の
量 産体制や技術革新の進展が必要であ るが,完 成 車 メー カー と通産 省 は,大 手
部 品 メー カーの選択 的育成や一次部品 メー カーの二次部 品メー カーへの転化 を
含 む部 品工業 の階層化 をすすめ る中で,部 品工業 の量産体制や技術革新 を達成
した。 この時期 におけ る部 品工業 の階層化 こそが,日 本の 自動車工 業 における
部品 メーカー の系列的階層構造 をつ くり出 した といえ る。
そ こで本稿で は1960年代 にお ける自動車部 品工 業の再編成過程 を分析 してみ
よ う と思 う。60年代 の 自動車部 品工 業 をめ ぐっては,完 成車 メー カーによ る部
品系列 関係 の強化 をめざす動 きと,通 産省 な どによる系列 関係 を こえた部品工
業の再編成 をめざす動 きとが存在 していた。 しか し従来 の研究 では,自 動車部
品工業 と政府 の政策展開 との関係 は明確 にされていないので,本 稿で は部品工
1)こ の点については,次 の拙稿 を参照され たい。「日本の自動車部品工業育成策一1950年代の
一次部品 メーカー育成政策一 」京都大学経済学会 「経済論叢」
,第144巻3・4号,1989年,
「日本の乗用車工業育成第一 外車組立 によ る技術導入,国 民車構想の展開過 程一 」京都大学
経 済学会 「経済論叢」,第144巻5・6号,工989年。
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業 の再 編 成 を 組 立 メー カー と政 府(通 産 省)の 政 策 との 関係 の なか で 検 討 す る
こ とにす る。
H機 械工業振興臨時措置法と自動車部品工業
(1)貿易 ・資 本の 自由化 と機根 法 による部 品工業 育成 政策
1960年代 にお ける通 産省 の 自動車工業 ・部品工業 にたいす る政策 は,貿 易 と
資本 の 自由化2,と,それ に対応 す るための機械 工業振 興 臨時措置法(以 下 「横
張 法」 と略記 す る)と に規定されて展 開 した。そ こで まず,横 板法 とそ こで の
自動車部 品工 業の位置づ けを明 らか に してお こう。
機械工業振興 臨時措置 法は当初ユ956年に成立 したが,61年と66年にそれぞれ
改 正,延 長 され70年まで継 続 された。 そこで機振法 は,56年以降 を第一 次機 振
法,61年か らは第二次機根 法,66年以降を第三次 機根 法 と区別 され る。60年代
の 自動車部品工業 とかかわ るのは第二次 および第三次機根 法であ る。第二次機
振 法の改正(61年3月)は,貿 易 自由化 に対応 した機械工業 の国際競争力 を強
化す る こ とを 目的 とした もので ある。指定業種 に共通機械や完成機械 な ど21業
種 が追加 され た。 自動車工業 にたいす る政 策 目標 としては完成車 メーカーの国
際競争 力強化,と くにその価格競争力 を強 める ことが かか げれ られ,そ のた め
に部 品工 業の量産体制確 立 とコス トダウ ンが必要であ る とされた。
第三次機振 法の改正(66年6月)は,機 械 製品のい っそ うの輸 出振興 を図 る
とと もに,資 本 自由化 に対処す るた めの体制整備 に 目標 がおかれた。体制整備
とは具体 的 には,各 業種別 に,合 理化 カルテルの改正 強化 または新設,グ ルー
プ化 によ る生 産品種 の調整 を行 うとと もに,共 同事業 を実施す る等 の構 造改 善







(2)第二次横板法 と自動車部品工 業の技 術革新
第二次機振 法 の も とで は(1961年～65年),自動車 部品工業 におけ る量産体
制 の促 進 と,そ れ による コス トダウンを 目標 に した援 助が お こなわれ たα また,
育成方 法 と しては50年代か ら引 き続 き,有 力 な一次部 品メーカーを選択 的 に対
象 とす るや り方が とられた。
自動車部 品工業 では,1950年代 の後半 以降,ロ ッ ト生産 方式 か ら流れ作業 方
式へ の転換が進んだ。60年代 に入 る と汎用機 の半 自動化か ら中心 工程 におけ る
専用機 の導 入,全 面的 な専用機化,ト ランスフ ァーマ シンなど連続完全 自動化
がすす め られ,と くに一部の大手部品 メー カー は,大 型専 用機 を相次 いで導 入
して いた。
具 体的 にみ てお こう。鋳造で は シェルモー ド鋳造法,モ ール ドマス ター機 を
使用 しての薄肉鋳造 とアル ミガイカス トな どに代表 され るガイカス ト技術(金
型 を用 いての非 鉄金属 の鋳造法)の 開発 ・改良,熱 処 理技 術で は,全 工程 を連
続的 に行 う連続 ガス浸炭法 による精度お よび生産の向上,機 械研 削部 門で も,
普通旋盤か ら多軸 自動旋 盤への変化 をは じめ ミー リング ・トランス フ ァー マ シ
ンな どの高性能機械 の導入が行 われた。 プ レス部 門で は,ブ ランキ ングライ ン
の確 立 によ り材 料歩留 りと労働生産性が向上 した。組立部門では マルチ スポ ッ
ト溶接 による自動化が行われ は じめた。 また鍛造では,冷 間鍛造法 によって,
常温 の まま,高 圧 で瞬時 に加工す ることが可 能 とな り,そ れまで の熱間鍛造後
にフ ライス加工 ない しは歯 切 り加工 とい う熟練 を要す る工程 を省略 で きるよ う
にな った。
個 別企業で は,津 田鉄工所,東 海理化 電機,日 本特殊陶業,日 本電装 な どが
冷間鍛造機 を1962年に導入 してい る。津 田鉄工所の事例 で は,1955年のは じめ
3)67年6月 の対内直接投資等 の自由化 についての閣議決定を直接の契機 として基本計画の見直 し
が行われた。その基本計画改定要領は 「海外の巨大企業の進出が予想される今 日,一 企業 の枠内
でこれらの合理化 を促進することは多分に限界があ ると思われ る。 このため,機 械工業において
は,自 主的かつ計画的に体制整備の推進を図る ことが緊要であ る。従って,今 回の計画の見直 し
にあた っては.こ の点 に最大の重点をおくもの とす る」 としている。
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頃 に汎 用機 を半 自動化 し,さ らに60-6ユ年 に自社 考案 の専 用機 を導入 したが,
これ らの製造 法は棒鋼 か らネ ジを削 り出す方法であ り,生 産性 は上昇 した もの
の生産額 の増加 と従業員数 は比例的 に増加 してい る。 ところが冷 間鍛造機 の導
入 によ って切削 加工 の所要 時間 を半 分(300秒→170秒)に す る ことが可 能 と
な った㌔
また60年代 には国際的に自動車部品で は,軽 合金や合成樹脂 な どの軽量素材
を使用 していたが,国 産部品 はようや く鋳鉄 製品か ら軽合 金 に変わ りつつあ る
段階で,小 型軽量化 の進展が必要であ った。通 産省 は資金 な どの側面か らこれ
らの技 術革新 を支 えた。
III第三次機振法 と部品工業の再編成方針
(1)通産省 にお ける部 品工業の再編 方針.
第三次機振 法(66年以降)の 中心 的政 策 目標 は,貿 易 ・資本 の 自由化 への対
策 として,業 界 集約 をふ くむ各 産業部 門の体 制整備 をす す め る とい うもので
あ ったが,通 産省 は 自動 車部 品工業 につ いて も業界集約 をふ くむ体 制整備 が必
要 だ と判断 していた。 第三次機振法 当時 の通産省 の 自動車部 品工 業にたいす る
認 識 は次 のよ うな もので あ った。
日本の部品工業 は徐 々に量産体制 を築 きつつあ り,生 産技術 も国際的 レベ ル
に近づ いてい るが,部 品工業 には完成車 メー カー による強固 な系列 関係が存在
してい る。そ のため,一 部の有力な部品企業 もふ くめて数品種以下 の専 門部 品
の生産 に専 念す るいわゆ る単 品的商品の専 門生 産の形態 に とどま ってい る。単
品的生産形態で はた とえ市場 占拠 率がか な り高 い場 合であ って も,1企 業 当た
りの生産額 は大 き くな らず,充 分 な企業体 力を確保 す るこ とは困難であ る。技
術 的 には単 品 ごとの品質 ・性 能が かな り向上 して も自動車 部品の性能 は同一系
統 の数種の部品ユ ニ ットが有機的 に結合 しては じめて一つ の機 能 を発揮 す るが
4)清 駒一郎 ・大森弘喜 ・中島晴彦 「自動車 部品工業 における生産構造の研 究(上)」 機械振 興協
会経 済研 究所r機 械経 済研究」N。,8,層1975年参照。
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ユニ ッ ト化 も遅れ てい る。今 後の貿 易 ・資本の 自由化の もとで,こ う した状 態
を改善 しなければ 自動車 工業の国際競争力 は維 持で きない,と い うものであ っ
た。
このよ うな認識 の もとで通産省は第三次機振 法 による自動車 部品工業 育成 策
の基本 を業界 の体 制整備 においた。 その内容は次の三点であ った。
① 責任生 産体制 二完成車 メー カー依存 型 の経 営形態か ら脱却 し,経 営 の 自主
性 を高 め ると ともに,生 産偏重の奇形的な体質 を,研 究開発,設 計,生 産,
販売,ア フターサ ー ビス等 の各部門が バラ ンスの とれた健 全 な経営形態 に
改 善す る。
②水平分 業体制:ピ ラ ミッ ド形の垂直的 な分業関係 か ら,完 成車 メー カー と
部 品 メー カー(お よび グループ)と の水平的分業体制 を確 立す る。 その中
で両者 が 自己 の責任分野 を確立 し,対 等の関係 において技術 的,価 格 的 に
競 争 し協力す る。
③単 品生産 的な専 門メー カーか ら,ユ ニ ット化 をふ くむ総合 部品 メー カー に
す る。 これに よ り,技 術 開発力 を備 え るとともに,強 力 な販売組織 とアフ
ターサ ー ビス体 制の整備 による品質保証体制の充実 を図 る。
以上 をすす め る上で,ユ ニ ッ ト化 によ る生産 の総合化 ない し,技 術 開発 力の
強化 のための合併 ・提携が必要であ ると してい る。 これは,完 成車 メー カー と
も対等 に競争 し交渉で きる自立 的な部品 メー カー を,旧 来 の系列 の枠 をこえた
合 併や提携 で作 りだそ うとい うものであ り,こ の ような政策が実施 されれば,
1950年代 以来形成 されて きた トヨタ ・日産 をは じめ とす る完成車 メー カーによ
る部品系列 を解体 す ることにつ なが る もので あ った。
(2)系列 をこえた部品 メー カーの協 同行動
通産省 が,部 品工業の再編成 を進 め ようとした背景 には,完 成車 メー カー毎
の系列 関係 の もとで,そ れ まで のコス トダウンのや り方が 限界 に直面 していた
とい う事情 があ った。 それ.を象徴的 に示すの は,1964年に部 品メー カーが系列
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を こえて統 一 した要 望書 を 自動 車工 業会 に提 出す る とい う事 例で あ る5}。自動
車 部品工業会 は 自動車工業会お よび通産当局 との事前協議 の うえ1964年11月25
日,次 の要望書 を 自動車工業会 に手渡 した。
自動 車部 品業界 よ り自動車 メー カーへの要望事項(全 文)6}
1.価 格
(ユ)部品の価格 引下 げ につ いては今後 も鋭意努力 しますが,一 面部 品企 業基
盤強化 の見地 よ り,そ の納入価格 につ いては合理的,あ るいは技術 的根
拠の上 にた って,相 互 間で十分協 議 の うえ,決 定す る もの とされ たい。
(2)発注数量が合理的 な生産単位 に達せ ざる もの について は原価が割高 にな
るので,価 格差 を認め られた い。
(3)自動車 の輸 出増 進のため輸 出軍用部 品の納 入価格 について は特 に考慮す
るが,採 算上特 に不利 におちい る場合 においてはお互 い に十分協 議す る
もの とされ たい。
(4)主要 原材 料が高騰 した場合 には部品価格 の改定 を認 め られ たい。
㈲補修部 品の価格 は組付 部品 との関連 において合理 的 な格差 を認 め られた
い。
2.発 注
部 品の発注 は計画的 な長期契約 にされ たい。 なお,発 注数量 が当初 の予
定数量 よ りはなはなだ しく減少 した場合 は価格 改定 を認 め られ たい。
3.支 払
部品代金 の支払 は毎 月の納 入金額 の金額 を対 象 と し,手 形決裁 の場合 は
その期 間は原則 と して三 ヶ月 と し,特 に長期 の ものについての金利 は発注
者側 で負担 された い。
4.補 助部 品の販売
保有台数 の増加 に伴 い漸次純正 ブラ ン ドと部品 メー カー ブ ラン ド(自 動
5>こ れは 日本の自動車工業 ・部品工業の関係では前例のない事態であ る。
6)「 自動車 年鑑」,.昭和四十年版,P157-158
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車 メーカーの設計仕様 によ り製造されてい るもの は除 く)に よる二つ の流
通機構 の もとに補修部品 の販売 を認 め られ たい。
5.標 準仕様
部品の コス ト低 減 をはか るため,で き得 るか ぎ り発注部 品 メー カー の標
準仕様規格 を尊重 して単位生産量が増大す るよ う考慮 され たい。
6.そ の他
(1)部品規格 その他共通 の問題 につ いては部 品 ごとの部 会において,今 後検
討 し提案 したい と考 えるので ご協力願 いたい。
② 国産車優先使用 普及 運動の一環 と して,自 動車 メー カーは 自社 製以外 の
自動車 の使用 につ いて差別待 遇をつけないでいただ きた い。
(3泊動車 メーカー の夏季休 暇期 間をな るべ く集 中す るよ う考慮 していただ
きたい。
1960年代 前半 まで にす すめ られ た 自動車 部品工業 の育成 政策 は,一 次 部 品
メー カーの量産体 制 と生産 品 目の集 中をす すめたが,そ の利益 は 自動車 メー
カー の部 品単価値下 げ計 画 に組 み入れ られた。合理化 され たコス ト分 は人件費,
材料 費の上昇 な どで吸収 されて しま った うえ,自 動車 メー カー にコス ト計算 か
らは管理費が除かれて いた。 そのため生 産額 の増大 にもかか わ らず大半の部 品
メー カーが赤字 を計 上 して いた。 この部 品工 業会の要望書 は,組 立 メー カーの
値下 げ要 求がその まま系 列部品 メーカーへの値下 げ要求 になる とい う系列 関係
に修正 を くわえ,部 品業界 と自動車工 業会 との間で統一 した生産,販 売 関係 に
かんす る 「基本的 なあ り方」 を確立 しようとした ものであ った。 こ うした動 向
が通 産省 が 自動 車部品工業 の再編成 とい う方針 を うちだす背景 にあ ったので あ
る。
それで は,実 際 の 自動車 部品工業の再 編成 が どの ように進展 した のか,ま た




1960年代後半 に入 る と,完 成車 メーカーの再編成 に対応 して,部 品業界で も
再 編成が進 んだ。60年代か ら70年代初頭 にか けて 自動車部 品工 業 の合併 ・提 携
が多数お こなわれ たので あるが,こ れ を第三次機振 法 のかかげた業界体制 の整
備 とい う点か らみ る と次 のよ うな特徴を指摘 で きる。 まず,合 併 ・提携 は一次
部 品 メー カー と二次,三 次下請部 品 メー カー との間での合 併 ・提 携が多 い こと
で ある。そ して,一 次 部品 メー カー間で合併 ・提携 がお こなわれ た場 合で も,
その大 半は大手部 品 メー カー と中小部品 メー カーの問で の ものであ り,結 果 と
して業界 シェアに大 きな変動 を与 えていない ことで あ る。
つ ぎに合併 ・提携 の 「核」 とな ったのは どの ような企業 であ ったか をみ るた
め に第1表 「自動 車部 品工業 の グループ化 の状 況」,第2表 「自動 車部 品の主
要合 併提携 にみ るパ ター ン」 をみ てみ よ う。 これ によ ると主要 な再編成 は,①
トヨタ ・日産系列部品 メーカー内部 また はこれ を中核 とす る再編成,② 大手 独
立部 品(専 業,兼 業)メ ーカー を中核 とす る再編 成であ って,第 三次機振法 が
構想 した系列 をこえた提携 ・合併 による部 品業 界再編 成は ほ とん ど見 られ ない
ことがわか る%つ ま り,部 品ユ:業の再編成 は トヨタ ・日産系列部 品 メー カー
また は大手独立部 品 メー カー優位 の もとに展 開 したのであ る。
このよ うな結果 にな ったのは,そ れぞれ の品 目の生 産において一次部品 メー
カー とそれ以外 との企業 間格差が大 きか った ため,業 界再編成 がすで に優 位 に
あ った部品 メーカーに よる二次 ・三次下請 けメー カーの系列化 を促進 したか ら
であ る。部品上位3社 の シェアは1963年上期で43品 目の単純平均 で89%とき
わめて高 く,68年上期 において も87%とほぼ 同水準で推移 してい る。さ らに こ




第1表 自動車部品工業の グルー プの状 況
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電装 グルー プ 日 本 電 装(株) 5,00045,111電装品,放 熱器,計 器類,
燃 料 ポ ン プ,ヒ ー ター,
クー ラー,点 火 プ ラ グ
三 共 ラジ エー ター(株) 100 1,140放熱 器,カ ー ヒー ター,オ
イ ル ク ー ラ ー
京 三 電 機(株) 60 947 燃料 ポ ン プ,ガ ソ リ ンス ト
レ ー ナ ー,バ キ ュ ー ム ァ ン
ドバ ンサ ー
(株)東海理化電機製作所 400 4,696各種 ス イ ッチ,ロ ック他
侑)東京濾過工業所 (200) 66 空気清浄器,油 清浄器,燃
千円 料濾過器
計5社 51,960
日立 グル ー プ (株)日立 製 作 所 78,97613,834電装品,点火 コイル,点火 プ
ラ グ,気 化 器,カ ー ヒ ー タ ー,
カ ー ク ー ラ ー,カ ー ラ ジ オ
国 産 電 機(株〉 463 1,266電装 品,小 型 モー ター
(株)阪神変圧器製作所 32 627 点火 コイル
自動車電機工業(株) 125 2,431モ ー タ ー ワ イ パ ー,ス イ ッ
チ,カ ー ク ー ラ ー モ ー タ ー
ト キ コ(株) 1,800 5,462シ ョック アブ ソーバ ー,ブ
レー キ シ リ ン ダ ー,プ レ ー
キ ア ッ シ ー
日本 ブ レーキ 50 580 ブ レー キ ラ ン ニ ン グ,ク
ラ ンニ ング(株) ラ ッチ フ ェー シェ ング,ブ
レ ー キ シ ュ ー ア ッ シ ー
計6社 24,200
三菱 グループ 三 菱 電 機(株) 43,200ユ0,404 電装 品,マ グ ネ ッ ト,カ ー
ヒ ー タ ー,ラ ジ オ,燃 料 ポ
ンプ
ダイヤモ ン ド電機(株) 3 495 点火 コイル




小糸 グループ (株)小糸 製 作 所 2,98010,654照 明 器,エ ア ー ク リ ー ナ ー,
ホ イ ル カバ ー
(株)今仙電機製作所 100 3,279警 音 器,照 明 灯 器,ス イ ッ
チ,密 昇 降器
ス タンレー電気(株) ユ,001 6,718シー ル ド ビー ム,電 球,電
装品
東 海 電 装(株) 1 704 方向指示器,電 灯,停 止灯
計4社 2ユ,355
市光 グループ 市 光 工 業(株) ユ,400 12,177各 種 灯 器,ワ イパ ー レー ト,
バ ッ ク ミ ラ ー
(株)大嶋電機製作所 20 459尾 灯,灯 器,ス イ ッチ ロ ッ
ク,方 向 指示 器,反 射 器,
ヘ ル メ ッ ト
東 京 芝 浦 電 気(株〉 71,9665,055シ ー ル ド ビ ー ム,電 球,




メ ー カ ー とか ら構 成 され て い る。部 品 メー カー を トヨ タ系 列 ,日 産 系 列,大 手
独 立 専 業,大 手独 立 兼 業,そ の他 の5つ の形 態 に分 類 して,63年 上期 と68年上
期 との 生 産 シ ェア推 移 を み てみ る と,ト ヨ タ ・日産 系 列 と大 手 独 立(専 業 ,兼
業)メ ー カ ー は約8割 の シ ェ ア を有 し,し か もそ の シ ェア は63年上 期75%か ら,
68年上 期78%へ と3%増 加 して い る。 つ ぎ に,ト ヨ タ ・日産 系 列 部 品 メー カー
は約4割 の シ ェ ア を有 し,こ れ もそ の シ ェ ア を63年上 期 トヨ タ系 列21%+日 産
系 列18%=39%か ら68年上期 トヨ タ系列25%+日 産 系列18%=43%と4%増 加
してい る8)。
この よ う に トヨ タ系 列,日 産 系 列,一 部 の独 立 系 部 品 メ ー カー の三 者 が 部 品





第2表 自動車部品の主要合併提 携 によるパ ター ン
合 併
パ タ ー ン 時 期 参
(留麟)名 参 加会社名 新会社名
歳 ヨタ系列内部の再編65年8月 愛 知 ・ ・ 新 ・ ・ 業 ・・シ・精・
日産系列 内部の再編成 ・・年 ・月 東 洋 プ ・ ス ス ・ 三 上 鋲 螺 東洋プ
。スス
リュー クリュー
66年11月大 井 製 作 所 梶 山 金 属 大井製作所
66年12月鬼 怒 川 ゴ ム 名 取 ゴ ム 鬼怒川 ゴム
68年1月 日本 ダス トキーパ ー 浅井 製作所 キ ー パ ー
舞 欝 砦繍 　 8年10月市 川 製 作所 ・光舎工業 市光工業
諜 駕 繍 一69年4月神 戸 電 機 ・本蓄電締 神戸・機
提 携
パ タ ー ン 時 期 参加会社名(中核会社〉 参加会社名




大 井 製 作 所
大和工業,万 自動車工
業
山 川 工 業
城 南 製 作 所
三 池 工 業
億 口会社 サ ンワ工業
の設立)
永 田工 業(窓 「]会社山
永工業 の設立)
トヨ タ系 列部 品 メー カー67年4月
を 中核 とす る再編 成67年12月
68年2月
68年1ユ月
日 本 竜 装
三 五
堀 江 金 属
日 本 電 装
山共 ラジエー ター
興 立 産 業
興 立 産 業






大 同 メ タ ル
日本エ アー ブ レーキ
大 同 メ タ ル
萱 場 工 業
小 糸 製 作 所
ナ ガ トメ タ ル
埼 玉 機 器
日 本 メ タ ル
日 発 精 器
今 仙 電 機
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69年2月 小 糸 製 作 所 ス タ ン レー 電機
69年3月 ス タン レー電機 東 海 電 装
69年3月 市 光 工 業 大 嶋 電 機
69年7月 ト ビ ー 工 業 プ レ ス 工 業
大手兼業部品 メーカーを 68年3月 日 立 製 作 所 阪 神 変 圧 器
中核 とする再編成 68年5月 日 立 製 作 所 国 産 電 機
69年3月 日 立 製 作 所 日 本 気 化 器
(出所)r日本経済新聞」r自動車新聞」より
(2)完成車 メー カー による部品系列 の再編成
つ ぎに三者間の再 編成,す なわち トヨタ ・日産系列 の枠 を脱 皮 した実質的 な
再編成が1件 も行 われ なか ったのはなぜ だろ うか 。それ は トヨタ ・日産が この
時期 にそれぞれ 部品工業 にたいす る系列化 をむ しろ強め,既 存 の系列 関係 を維
持 しなが らその系列 内部の再編成 をすす めたか らで ある。
1960年代 は トヨタ ・日産 をは じめ とす る完成車 メー カーが,量 産体 制を確 立
してい った時期で あ るが,量 産化 の進展 とともに部 品の購買活動や系列 関係 の
整理が もとめ られ るよ うにな っていた。 この動 きは と くに 日産 自動車 に顕 著で
あ ったので,同 社 の事例 で具体 的にみ てお こう。
第1図 は 「日産 自動 車関係 自動車部 品合併 ・提 携状 況」であ るが,同 社 はプ
リンスとの合併 を前後 して,系 列下請 メーカー(プ レス機械加工部 門)の 統 合
や,一 次 下請 け会社 の整理 をすす め,本 社の購買活動 を再編 してい く。 また65
年には旧 プ リンス系列 の部品 メーカーを 自社 の系列部品 メー カー と提携 ・合併
させ て二 次下請 化 した。
同社 の系列部品 メー カーの組織であ る宝会 も組織 改変 された。宝会 はそれ ま
で4部 会編 成で あ ったが,従 来の宝会 会員118社をグルー プ委員44社に絞 り,
体制 整備 を前提 と した業種別 企業 グループ制 を敷 いた(第3表 参照〉。 これ ら
の うち,中 核 メー カー には資本参加や役 員派遣をすすめ るな どして,支 配 を強
めた。資 本参加 を具体 的 にみ ると,富 士 鉄工(出 資 比率25%),富士機工(同
25%),山川工業(同25%),池田物産(同25%),日本 ブラス ト(同25%),市
日本自動車部品工業の階層化と技術革新
第1図 日産 自動車関係 自動車部品合併 ・提携状況
窓 口 メー カ ー 構 成 ・従 属 メー カ ー
土屋製作所 上野工業
橋 本フォー ミング工業 大田製作所
(名取ゴム工業)
(旧プ リ ン ス系列)
鬼 怒川ゴム工業















































































































































(注)1.[====コ は1970年時 点で 取 引 して い る提携 メ_カ ー
2,()は 合併 した(さ れ た)メ ー カー
3,無 枠 は提携 後 取 引 中止,ま た は二 次 下請 とな った メー カー
(出所)日 産 自動 車 資 料 よ り
光 工 業(同11.9%),鬼 怒 川 ゴ ム(同12%),万 自動 車(同25%),大 和 工 業
(同25%),橋本 フ ォー ミン グ(同25%),大 井 製 作 所(同25%)と な っ てい る9}。
日産 は,大 手 独 立 メ ー カ ー を 中心 に組 織 さ れ て い る晶 宝 会 にた い して は,外
資 部 品 メー カ ー との 提 携 ない しは合 併 会 社 設 立 に慎 重 な態 度 を とる よ う要 望 し,
提 携 相 手 と して 宝 会 メー カ ー な い しは 日産 と近 い 日立 の 系 列 部 品 メー カ ー を選
択 す る よ う要 求 して い る。
日産 系 列 部 品 メー カー 内 の再 編 成 に お い て 部 品 の ユ ニ ッ ト化 は あ ま りす す ん
9)こ の時期 の 日産 自動車 の部品 メーカー対策全般 については,日 産 自動 車社編r日 産 自動車社
史」P57-70,1975年を参照 されたい。
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第3表 日産 自動車系列 内生産体制状況
第 ユグループ(電 装 品,神 機7社)
◎ 日本 ラジエー ター
Q関 東 精 機
土 屋 製 作 所
自動 車電機工業
ナ イ ル ス 部 品
国 産 金 属 工 業
帝 国 電 波
第2グ ルー プ(ユ ニ ット加工,切削9社)
◎厚木 自動車部 品
○富 士 機 工
富 士 鉄 工 所
リズム自動車部品製造
大 金 製 作 所
東 京 測 範
富 士 バ ル ブ
日本 ダイアク レバ イ ト
栃 木 富 士 産 業
第3グ ルー プ(外 装,プ レス7社)
◎山 川 工 業
○大 井 製 作 所
万 自 動 車 工 業
三 池 工 業
大 和 工 業
東京 プレス工業
高 田 工 業
第4グ ループ(内 装10社)
◎市 光 工 業
○池 田 物 産
○鬼怒川 ゴム工業
日本 ブ ラ ス ト
橋 本 フォー ミング工業
マ ル イ 工 業
キ ー パ_
寿 屋 フ ロ ン ト
立川 スプ リング
河 西 工 業
第5グ ループ(鋳 鍛造4社)
◎東 京 精 鍛 工 所
○桐 生 機 械
新 日 本 鍛 工
第 一 鍛 造
第6グ ル ー プ(ボ ル ト,ナ ッ ト,ネ ジ,
スプリング6社)
◎加 藤 発 条
○サ ン ボ ル ト
布 施螺 子 工 業
大川 精螺 工 業


















(注〉 ◎は委員長会社,○ は福 委員長
(出所)日 産自動社資料よ り
でお らず ・富 士機エ グルー プにおいてステ ア リングア 。セ ンブ リ_に ユ ニ 。 ト
化 がみ られ る醸 で ある・ユニ ・ ト化 のための再編成 灘 展 しなか 。たのは,
①完成車 ・一 カー縦 来納 で ・ ・セ ・ブ リー して㌧・た ものを
.コ ス ト品質管
理 面争か ら部品 ・一 カーにユニ ・ ト化 して納入 させ るに適 し規 のが比軸 少
日本自動車部品工業の階層化と技術革新(519>101
ない こと,② 再編成が,購 買活動 の効率 化をはか るため の窓口の集約化 を意図
して行 われ てい る こと,③ ユ ニ ッ ト化 を行 った部品があ って もそれが部品 メー
カー の再編 成に まで進展 していない こと,な どによ るもので あろ う。
以 上の よ うに 日産 自動車 は全体 と して部品会社 との系 列関係 を強化 してい る
ので あ って,そ れ は直接取引す る系列会社 を絞 りなが ら,二 次 ・三次 下請 け会
社 を それ ら中核 部品会社 との系列 関係 にお くとい う形ですすめ られ たのであ る。
これ にたい して トヨタ自工 の場合 には,限 られた地域 内で部 品企業 を育成 して
きた ので,一 次部 品 メーカーの整理 をふ くむ系列 内生産体制 の整備 は,日 産 に
たい して先行 していた。 このため,系 列 内再編成 は65年の愛 知工 業 と新川工 業
の合 併 によるアイシ ン精機 設立が ある程度 で,む しろ トヨタ系列部 品メー カー
の優 位 の もとに,他 の 中小部 品 メー カーを系列化 す るとい う方向で系列化 が強
め られ てい った ので あ る。
(3)通産省の妥協 と トヨタ ・日産 ・独立系部 品メーカー に対す る選択的育成
通産省が第三次機振法で構想 した 自動車部品工 業の再編成方針 は,こ の よ う
な トヨタ ・日産の動 きと対 立す る ものであ り,結 果 として通産省 は構想 の大幅
な妥協 と修正 をせ まられ た。通産省 による援助は,大 手部 品メー カー,特 に ト
ヨタ ・日産系 列 の部品 メーカー と独立系部品 メー カーに選択的 に行 うとい うも
の とな った。 それ を資金援 助の面か ら確 かめ るた めに,第4表 で開銀融資の動
向 をみ てみ よ う。 ここにみ られ るように トヨタ系列部 品 メー カー13社,日 産系
列部 品 メーカー10社,独立系部品 メーカー18社には年次 を重複 して融資 がな さ
れ てい ることがわか る。例 えば 日産系列の厚木 自動車部品株 式会社 は,62年度
を除 き,61年度 か ら70年度 まで対象 工程の追加が認め られて融資 を受 けてい る。
それ に対 していすず系列部品 メーカー4社 ,日 野自動車系列メーカー2社 な ど ト
ヨタ ・日産以外の系列部品メーカーは50年代 と比較 しても援助 を受 けていない。
中小企業金融公庫 による援助(融 資)は ,2次 部品 メー カー に対 して行われ
た ことが従来か らも指摘 されて きた。 それ は事実であ るが,そ の 内容 を第5表
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第4表 桜坂法融資会社一覧表(日 本開発銀行融資分)
会 社.名. 対 象 工 程 融 資 年 度
□ 曙 プ レーキ工業株式会社 ブ レ ー キ 装 置 6ユ・62・63・64・65・
ク ラ ッ チ 表 張 66・67・68・69・70




□ 日本発条株式会社 シ ャ シ ー ば ね 6ユ・62・63・64・65・
シー ト用 ば ね,線 ばね 66・67・68・69・70
◎ 富士バルブ株式会社 吸気および排気弁子 61・64
○ 愛三工業株式会社 気 化 器 61・62・63・64・65・
吸 排 気 弁 子 66・67・68・69・70
□ 車輪工業株式会社 車 輪 6ユ ・62・63
○ 名古屋ゴム株式会社 か じ取 りハ ン ドル 6ユ・62・63・64
防振 および緩衝 ゴム
◎ 立川ス プリング株式会社 自動車用 シー トばね 61・62・63・64・65・
66・67
□ 日本 オイル シー ル工業株式会 油 止 め 61・62・63・64・65・
社 66・67・68・69
◎ 関東精器株式会社 計 器 6ユ・62・63・64・65・
ケ ー ブル ケー シ ン グ 66・67・68・70
小糸電機株式会社 シ ー ル ド ビ ー ム 6ユ
□ 日本 ピス トリング株式会社 ピ ス ト リ ン グ 6ユ
日銀バルブ株式会社 吸気および排気弁子 6ユ ・64・65・66・67・
70
日本エヤーブ レーキ株式 会社 ブ レー キ シ リ ンダー 61
(株)日本気化器製作所 気 化 器 6レ63・64・66・67










社 ピ ス ト ン リ ン グ 66・67・68
シ リ ンダー ライ ナ ー
口 白木金属工業株式会社 窓 わ く 61・62・64・65・66・
ドアー,窓 作動装置 67・68
□ (株)市川製作所 照 明 器 6ユ・62・64・67・68










































ピ ス ト ン
軸 受 メ ダ ル
ブ ッ シ ュ
電 装 品
ピ ス ト ン
ク ラ ッチ 装 置
ポ ンプ,ス テアリング
シ ャ シ ー ば ね
警 音 器
著 者 器
ブ レー キパ イプ





油 清 浄 器




バ ルブイ ンサ イ ド
タイ ヤ バ ル ブ
自動車用 プ レス部品
自動車用 プ レス部品
ス イ ッ チ 類
防振 および緩衝 ゴム
自 動 車 用 ゴ ム
合 成 樹 脂 部 品





































橋本鉄工株式会社 窓 わ く 62・63・64
□ 日本特殊陶業株式会社 点 火 プ ラ グ 62・63
□ (株)小糸製作所 照 明 器 63・64・65・66・67・
68・70
◎ 大豊工業株式会社 軸 受 メ ダ ル,ブ ッシ ュ 63・66・67・68・69
△ (株)式部鉄工所 自動車プレス部品 63・64
Q 豊田鉄工株式会社 ブ レ ー キ 装 置 63・65・66
プ レ ス 部 品
□ 東京濾器株式会社 燃料濾過 器,空 気 63・64・65・66
清浄器,油 清浄器
輸送機工業株式会社 車 輪 63
□ ト ピ ー ■ 業 車 輪 64・65・67・68・69
□ 住友 電 気 工 業 64
自動車電機工業 ス イ ッチ,窓 ふ き 64・66・67・68・69
ト キ コ(株) ブ レ ー キ 装 置 65・68
、
ン ヨ ッ ク ア ブ ソ ー バ ー
○ 京 三 電 機(株) 燃料濾過器 ・空気油溝 65・68・69
浄器,燃 料 ポ ンプ
○ 堀江金属工業(株) 自動車用 プレス部 品 65
◎ 富 士 械 工(株) か じ取 りハ ン ドル 70
ス テ ア リ ング装 置
自動車用プ レス部品 66・67・68・69
◎ 池 田 物 産(株) 自動 車 シ ー ト 66・67・68・69・70
○ 矢 崎 計 器 〔株) 計 器 66・67・68
栃木富士産業(株) ポ ンプ,プ ロペ ラシ ャ 68・69・70
フ ト,ユ ニ バ ー サ ル
ジ ョ イ ン ト
△ 三共 ラジエター(株) 放 熱 器 68・70
キ ー パ ー(株) オ イ ル シ ー ル 68・69・70
日本 ライ ンツ(株) ガ ス ケ ッ ト 68
市 光 工 業(株〉 照 明 器 69・70
三 国 工 業(株) 気 化 器 70
○ ・・… ・トヨ タ系 列 部 品 メ ー カ ー
☆ … … い す ず 系 列 部 品 メー カ ー




第5表 横坂法融資会社 一覧表(中 小企業金融公庫融資分)
会 社:名 対 象 工 程 融 資 年 度
ナイルス部品株式会社 ス イ ッ チ 61・63
(株)大井製作所 ドア窓作動装置 61・63
(株)城南製作所 ドア窓作動装置 61・63・67・70
加藤発条株式会社 線 ば ね 61・62・63
昭和精機株式会社 燃 料 ポ ン プ 61
石野 ガスケ ット工業株式会社 ガ ス ケ ッ ト 61・62
大阪 ガスケ ッ ト工業株式会社 ガ ス ケ ッ ト 62
興立産業株式会社 プ レ ス 部 品 61
名取ゴム株式会社 防振 ゴム ・緩衝 ゴム 61
小島プレス工業株式会社 プ レ ス 部 品 61
久野産業株式会社 プ レ ス 部 品 61
碧海工機株式会社 プ レ ス 部 品 61
日本濾過器株式会社 燃料濾過機,空 気清浄器, 62・63
油 清 浄 器
(株)阪神変圧器製作所 点 火 コ イ ル 62・63・67・68・70
泉自動車株式会社 か じ取 りハ ン ドル 62・63
(株)千曲製作所 ブ レー キ シ リンダー 62
(株)東郷製作所 線 ば ね 62・63・68・69・70
豊田鉄工株式会社 ブ レ ー キ 装 置 62
(株)天尾 製作所 ドア窓作動装置 62
京三電機株式会社 燃 料 ポ ン プ 63
(株)高橋製作所 自動軍用 プレス部品 63
永田部品製造株式会社 ドア及び窓作動装置 63
日本 ブラス ト株式会社 か じ取 りハ ン ドル 63
日本 ブ レーキ ライニ ング株式 ク ラ ッチ 表 張 63
会社 ブ レー キ 表 張
イクヨ化学工業株式会社 防振 ゴム ・緩衝ゴム 63
日新工業株式会社 自動軍用 プ レス部品 63
(株)堀切バネ製作所 線 ばね ・シャシー用ばね 63・67・69
(株)深井製作所 自動軍用 プレス部品 63・69
武蔵 プレス工業株式会社 自動車用 プ レス部品 63・67
三矢精工株式会社 軸 受 メ タル ・ブ ッシ ュ類 63
日清工業株式会社 ピ ス ト ン 63













金 星 工 業(株)
金井車輪工業(株)
加 藤 発 条(株)
(株〉啓愛社製作所
興 立 産 業(株)
日本 ガスケ ッ ト(株)












永 田 工 業(株)
(株)イシカ ワ製作所
川 添 工 業(株)









ク ラ ッチ 装 置
車 輪
ピ.ス ト ン
自動軍用 プ レス部 品
防振 ゴム ・緩衝 ゴム




自動車用 プ レス部 品
消音器 ・排気管
ガ ス ケ ッ ト
自動車用 プレス部品
自動車用 プレス部品




自動車 用 プ レス部 品
ブ レ ー キ 部 品
ブ レ ー キ 部 品
自動 軍 用 プ レス部 品
ガ ス ケ ッ ト
ハ ン ド ル
ス テ ア リ ング部品
ワ イパ ー ブ レー ド
.プ レ ス 部 品
シ ー トフ レー ム
ラ ジエ ー ター 部 品
シ ャ シー用 ば ね























































石 川 工 業(株)
(株)内藤工機製作所
日本自動車部品工業の階層化と技術革新
タイ ヤ バ ル ブ
バルブインサイ ド
プ レ ス 部 品
プ レ ス 部 品
気 化 器 部 品
気 化 器 部 品
気 化 器 部 品
ブ ッ シ ュ
プ レ ス 部 品
ス イ ッ チ 類
ス イ ッ チ 類
ク ラ ッチ 装 置
ブ レーキホース用 口金
ブ ッ シ ェ





ブ レ ス 部 品
タ イ ヤ バ ル ブ
シー トフレーム
























(出所)各 年度開銀 ・部品工 業会 「事業報告所」よ り作成。
で み る と融 資 を数 年 次 に わ た っ て受 け る こ とが で きた の は
,有 力 な1次 部 品
メ ー カ ー(ト ヨ タ ・日産 ・独 立 系)に 限 られ る こ とが わ か る
。
Vお わ り に
こう して完 成車 メー か と酵 省 は汰 手部 品 ・一 カーの選択 的育成 や一一次
部品 メーカーの二次部 品メーカーへ の転化 を含む部品工業 の階層 化 をすす めて
い ったが,こ の系列 的階層構 造はその後継続 して 日本 の部 品工業 の特 質 とな
っ
た。そ の挺 子 とな った のは機振法(第 三次)の 育成 政策,資 金 融資であ った。
108(526)第154巻 第6号
とくに強調す べ きは,政 府(通 産省)の 育成政策は,部 品 メーカーが一般 的な
意味で発展す る上でで はな く,ト ヨ タ ・日産系列お よび一部 の独立系部 品メー
カーが部品工業 において系列化 をすすめ る上で決定的 な役 割 を果 た した とい う
こ とで あ る。
